(別添様式１)
平成23年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:原子力防災対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災担当　電話番号：058-272-1111（内2747）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　補正要求額：22,103千円　（平成24年度債務負担　32,000千円）
（現計予算額：0千円　　　補正後予算額：22,103千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　県震災対策検証委員会による原子力防災に関する提言を踏まえ、当県周辺での原子力発電所事故発生時における当県内への影響想定（放射性物質拡散想定図作成業務委託）を行うとともに、講習会の実施や研修受講などによる防災関係職員の人材育成を図り、さらに平常時及び緊急時における専門家からの助言体制を整備することにより、当県の原子力防災対策に関する助言・支援、並びに万が一の事故発生時における助言・支援を受け、県民の安心・安全の確保を図る。

（1） 放射性物質拡散想定図作成業務委託費
・最寄りの原発において、今回の原子力事故相当の放射性物質放出があった場合における、当県内への影響想定を実施
・風向、風速、降雨などの気象条件や当県の地形を考慮した想定を行う。
・得られた影響想定の程度に応じ、県内の各地域ごとの効果的かつ合理的な原子力防災対策に繋げる。
（2） 原子力防災研修費
・原子力防災に携わる職員（県、市町村）への専門的知識の付与、及び隣県原子力防災訓練への職員派遣により、原子力防災関係職員の人材育成を図る。
1 原子力防災講習会開催（講師招聘。県内3回開催）

・国の外郭団体である研修センターから講師を招聘し、県・市町村職員に対する講習会を開催
・講習会開催地区：岐阜圏域、東濃圏域、飛騨圏域

2 原子力防災研修受講（3名。緊急時対応研修）

・前記研修センターで開催される防災研修を受講（県職員3名）

3 県外原子力防災訓練への職員派遣（3名）

・福井県主催の原子力防災訓練に、県職員３名を派遣

（3） 原子力災害専門家設置費
1 平常時の支援体制整備

・当県の原子力防災対策に関する助言、支援のため、専門家（３名）を招聘
・震災対策検証委員会（原子力分科会）の委員及びアドバイザーとなっていただいた有識者３名

2 緊急時の支援体制整備

・近県での原子力事故発生時における初動対応に関する助言、支援のため、事故発生後の初動期に５日間程度、専門家（３名）を招聘
・原子炉施設（事故の進展予測）及び放射線防護（モニタリングデータに基づく避難判断）に関する有識者各1名並びに緊急被ばく医療に関する医師1名
	２　所要経費


（1） 放射性物質拡散想定図作成業務委託費　（21,000）

（全体事業費　H23 21,000千円＋H24 31,500千円=52,500千円）
（2） 原子力防災研修費　　　　　 　　（134）
1 原子力防災講習会開催　　　　 　　　65
2 原子力防災研修受講　　　　　 　　　49
3 県外原子力防災訓練職員派遣　　 　　20
（3） 原子力災害専門家設置費   　　　（969）

1 平常時の支援体制整備　　　　 　　 135
2 緊急時の支援体制整備　　　　 　　 834
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


　これまで、本県周辺の原子力事業所の事故等の直接的な影響が、本県に及ぶことは想定していなかったが、本県周辺で原子力事故等が発生した場合には、本県県民の不安解消等に努める必要があることから、モニタリングポストでの放射線モニタリングなど必要な対策を進めてきた。
	３　これまでの取組に対する評価


県震災対策検証委員会による原子力防災に関する提言を踏まえ、当県周辺での原子力発電所事故発生時における当県内への影響想定（放射性物質拡散想定図作成業務委託）を行うとともに、講習会の実施や研修受講などによる防災関係職員の人材育成を図り、さらに平常時及び緊急時における専門家からの助言体制を整備することにより、当県の原子力防災対策に関する助言・支援、並びに万が一の事故発生時における助言・支援を受け、県民の安心・安全をより一層確保する必要が生じた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	分担金

負担金
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手数料
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	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
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	0

	補正
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	22,103
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